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１【提出理由】

　当社（以下、「日本電産」といいます。）は、平成26年４月22日開催の取締役会において、日本電産を株式交換完全

親会社とし、日本電産コパル電子株式会社（以下、「日本電産コパル電子」といいます。）を株式交換完全子会社とす

る株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で日本電産コパル電子との間で株式交

換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）を締結致しましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

(1）本株式交換の相手会社に関する事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 日本電産コパル電子株式会社

本店の所在地 東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　菊池　詳

資本金の額 2,362百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額（連結） 33,298百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額（単体） 27,063百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額（連結） 42,114百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額（単体） 34,824百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容

トリマ、スイッチ、システム機器、圧力センサ、アクチュ

エータなど、主に産業機器市場向けの電子部品・モジュール

の開発、製造、販売

 

②　最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

（連結）

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

売上高（百万円） 29,118 26,865 31,306

営業利益（百万円） 4,194 3,277 5,288

経常利益（百万円） 4,197 3,621 5,476

当期純利益（百万円） 2,706 2,328 4,015

（単体）

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

売上高（百万円） 27,792 27,279 30,350

営業利益（百万円） 3,278 2,473 2,681

経常利益（百万円） 3,475 3,017 3,135

当期純利益（百万円） 2,013 1,959 2,140

（注）連結、単体ともに平成26年３月期の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益については、平成26年４月

22日付で日本電産コパル電子が公表した「平成26年３月期決算短信」に記載の数値であり、金融商品取

引法の規定に基づく監査法人の監査を受けておりません。
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③　大株主の氏名又は名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

（平成26年３月31日現在）

大株主の氏名又は名称
発行済株式の総数に占める大株主の持株数の

割合（％)

日本電産株式会社 65.31

永守　重信 3.08

佐々木　英明 1.99

コパル電子取引先持株会 1.36

株式会社三井住友銀行 1.28

 

④　提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

資本関係
日本電産は日本電産コパル電子の発行済株式総数の65.31％を保有していま

す。

人的関係
日本電産の取締役２名、監査役１名及び執行役員１名は、日本電産コパル電

子の取締役３名及び監査役１名を兼任しております。

取引関係 製品の売買等。

 

(2）本株式交換の目的

　日本電産は、昭和48年の創業以来、「省エネ・長寿命・低騒音」という特性を持つブラシレスDCモータを中心に、

事業を展開してきました。同時に、積極的なM&Aを実行し、「世界No.１の総合モーターメーカー」を目指し、精密小

型モータから超大型の産業システム向けのモータまで、モータラインナップを拡充するとともに、応用製品である機

器装置や電子光学部品などへ製品領域を拡大し、情報通信機器、OA分野にとどまらず、家電製品、自動車、産業機器

など幅広く事業を展開してまいりました。

　一方、日本電産コパル電子は、昭和42年の創業以来、固有技術の蓄積に努め、オリジナリティの高い、高品質・高

信頼性・高付加価値の電子部品を産業界に提供して参りました。更に、近年は、持続可能な事業成長を確固たるもの

とすべく、事業ポートフォリオ拡大と転換、収益構造改革及びグローバル競争力強化により企業価値拡大に取り組ん

でおります。また、平成10年に日本電産のグループ企業となってからは、日本電産と共通の基本理念のもと、企業価

値の向上に努めてまいりました。

　このように、日本電産と日本電産コパル電子は既にグループ企業として経営戦略を共有し、平成24年10月には「新

中期戦略目標」を発表し、連結営業利益率15％の達成などを目標に、グループの総力を挙げた活動を展開していま

す。しかしながら、日本電産グループを取り巻く経営環境は急速に変化しており、市場のグローバル化により競争が

激化するとともに、パーソナルコンピュータ関連、デジタルカメラ関連、液晶パネル製造装置関連等の主力製品市場

が伸び悩み又は縮小に転じていることから、日本電産グループではビジネスポートフォリオを転換し、成長率の高い

製品市場にグループが一体となって取り組むことが急務となっております。同様に、日本電産コパル電子が参入して

いる産業用途向け電子部品の市場はグローバル化が一段と進行しており、厳しいグローバル競争に打ち勝ち飛躍的な

事業成長を果たすためには、これまで以上に開発投資や人材投資を果敢に実行し、新製品・新市場・新技術への取り

組みを一段と加速していくことが重要となっております。このような状況において、本株式交換により日本電産が日

本電産コパル電子を完全子会社とすることでグループ一体化を推し進め、日本電産コパル電子と日本電産グループの

シナジーを積極的に図るとともに、より迅速な意思決定や経営リソースの有効活用、大胆なM&A及び設備投資を可能

とすることが、日本電産コパル電子及び日本電産グループのさらなる企業価値拡大のために不可欠であるとの結論に

至りました。

 

(3）本株式交換の方法、本株式交換に係る割当ての内容、その他本株式交換契約の内容

①　本株式交換の方法

　日本電産を株式交換完全親会社、日本電産コパル電子を株式交換完全子会社とする株式交換となります。本株

式交換は、日本電産については会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により株主総会の承認

を得ずに、日本電産コパル電子については平成26年６月20日開催予定の定時株主総会において承認を受けたうえ

で、平成26年10月１日を効力発生日とする予定です。
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②　本株式交換に係る割当ての内容

会社名
日本電産株式会社

（株式交換完全親会社）

日本電産コパル電子株式会社

（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ 0.138

（注）１．株式の割当比率

　日本電産コパル電子の普通株式１株に対して、日本電産の普通株式0.138株を割当て交付します。但

し、日本電産が保有する日本電産コパル電子の普通株式(平成26年３月31日現在43,399,400株)について

は、本株式交換による株式の割当ては行いません。

　なお、前記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、

変更することがあります。

２．本株式交換により交付する日本電産の株式数

　日本電産は、本株式交換により普通株式3,160,584株（予定）を割当て交付いたしますが、交付する

普通株式は保有する自己株式を充当する予定であり、新株式の発行を行わない予定です。

　なお、日本電産コパル電子は本株式交換効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、本

株式交換の効力発生直前時（以下、「基準時」といいます。）において、その保有する全ての自己株式

（本株式交換に関して行使される会社法第785条に基づく反対株主の株式買取請求に係る株式の買取り

によって取得する自己株式を含みます。）を、基準時をもって消却する予定です。

　本株式交換によって割当て交付する株式数については、日本電産コパル電子による自己株式の消却等

の理由により今後修正される可能性があります。

３．単元未満株式の取扱い

　本株式交換に伴い、日本電産の単元未満株式（100株未満の株式）を保有する株主が新たに生じるこ

とが見込まれます。平成26年３月末日時点の日本電産コパル電子の株主名簿を基準にした場合、日本電

産コパル電子の全株主の６割程度（同日現在の総株主数に対する割合です。）の皆様が日本電産の単元

未満株式のみを保有することとなる可能性があります。金融商品取引所市場において単元未満株式を売

却することはできません。日本電産の単元未満株式を所有することとなる株主の皆様におかれまして

は、会社法第192条第１項の規定に基づき、日本電産に対しご所有の単元未満株式の買取を請求するこ

とができます。

４．１株に満たない端数の取扱い

　本株式交換に伴い、日本電産の株式１株に満たない端数の割当てを受けることとなる日本電産コパル

電子の株主の皆様に対しては、会社法第234条その他の関連法令の規定に従い、１株に満たない端数部

分に応じた金額をお支払いします。

 

③　本株式交換契約の内容

平成26年４月22日に日本電産が日本電産コパル電子との間で、締結した株式交換契約の内容は次のとおりです。

 

 

株式交換契約書
 

　日本電産株式会社（以下「甲」という。）及び日本電産コパル電子株式会社（以下「乙」という。）は、以

下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換）

　甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を乙の株式交換完全親会社、乙を甲の株式交換完全子会社と

する株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は、本株式交換により乙の発行済株式の全部を取得

する。
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第２条（甲及び乙の商号及び住所）

　甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。

(1)　甲

　①　商号：日本電産株式会社

　②　住所：京都市南区久世殿城町338番地

(2)　乙

　①　商号：日本電産コパル電子株式会社

　②　住所：東京都新宿区西新宿七丁目５番25号

 

第３条（効力発生日）

　本株式交換の効力発生日は、平成26年10月１日とする。但し、本株式交換の手続の進行に応じ必要があると

きは、会社法第790条の定めるところに従い、甲乙協議の上、これを変更することができる。この場合、乙

は、変更前の効力発生日（変更後の効力発生日が変更前の効力発生日前の日である場合にあっては、当該変更

後の効力発生日）の前日までに、変更後の効力発生日を公告する。

 

第４条（本株式交換に際して交付する株式の数及びその割当てに関する事項）

１.　甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以

下「基準時」という。）の乙の株主名簿に記録された株主（甲を除く。以下「基準時株主」という。）に

対し、その所有する乙の普通株式に代わり、その所有する乙の普通株式数の合計に0.138を乗じて得られる

数（但し、１株に満たない端数が生じた場合はこれを切り捨てる。）の甲の普通株式を交付する。

２.　甲は、本株式交換に際して、基準時株主に対し、その所有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株式

0.138の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。

３.　甲は、本株式交換に際して、基準時株主に割り当てる甲の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた

場合には、会社法第234条の規定に従い処理する。

 

第５条（資本金及び準備金の額に関する事項）

　本株式交換に際し増加する甲の資本金及び準備金の額は以下のとおりとする。

　(1)　資本金：　　　０円

　(2)　資本準備金：　会社計算規則第39条に定める株主資本等変動額

　(3)　利益準備金：　０円

 

第６条（承認の手続）

１.　甲は、会社法第796条第３項の規定により、本契約につき甲の株主総会の決議による承認を得ないで、本

株式交換を行うものとする。但し、会社法第796条第4項の規定に従い甲の株主総会の承認を要することと

なった場合には、甲は、効力発生日前日までに、甲の株主総会において、本契約の承認及び本株式交換に

必要な事項に関する決議を求める。

２.　乙は、平成26年６月20日に開催が予定されている乙の定時株主総会において、本契約の承認及び本株式

交換に必要な事項に関する決議を求める。但し、本株式交換手続の進行に応じ必要があるときは、甲乙協

議の上、これを変更することができる。

 

第７条（自己株式の処理）

　乙は、基準時において乙が保有する全ての自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第785条第１項

に定める反対株主の株式買取請求に係る買取りによって取得する自己株式を含む。）について、効力発生日前

日までに開催される乙の取締役会の決議により、基準時において消却する。

 

第８条（会社財産の管理等）

　甲及び乙は、本契約締結日から本株式交換の効力発生日の前日までの間、善良なる管理者の注意をもってそ

れぞれその業務の執行並びに財産の管理及び運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為に

ついては、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第９条（本株式交換条件の変更及び本契約の解除）

　本契約締結日から本株式交換の効力発生日の前日までの間において、甲又は乙の財産若しくは経営状態に重

大な変動を生じた場合、本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じた場合、その他本契約の目的の達成

が困難となった場合には、甲乙協議の上、本株式交換条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

 

第10条（本契約の効力）
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　本契約は、第６条に定める甲及び乙の適法な機関決定又は本株式交換の実行のために必要な関係官庁からの

認可・許可・登録・承認等が得られない場合は、その効力を失う。

 

第11条（協議事項）

　本契約に定める事項のほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲乙協議の上、これを

定める。

 

　本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

 

平成26年４月22日

 

甲：京都市南区久世殿城町338番地

日本電産株式会社

代表取締役社長　　永　守　重　信

 

乙：東京都新宿区西新宿七丁目5番25号

日本電産コパル電子株式会社

代表取締役社長　　菊　 池 　　詳

 

 

(4）本株式交換に係る割当ての内容の算定の根拠等

①　割当ての内容の根拠及び理由

　日本電産による株式交換の提案のもと、昨年末以降、両社で今後の成長戦略について真摯に協議・交渉を重ねた

結果、日本電産が日本電産コパル電子を完全子会社とすることで日本電産グループの一体化を推し進め、より迅速

な意思決定や経営リソースの有効活用、大胆なM&A及び設備投資を可能とし、日本電産グループ全体で成長率の高

い製品市場に取り組んでいくことが、両社の企業価値向上にとり最善の選択肢と考えるに至りました。

　本株式交換における株式交換比率（以下、「本株式交換比率」といいます。）については、公正性を担保するた

め、両社がそれぞれ個別に両社から独立した第三者算定機関に本株式交換比率の算定を依頼することとし、日本電

産はEYトランザクション・アドバイザリー・サービス株式会社（以下、「EY」といいます。）を、日本電産コパル

電子はデロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー株式会社（以下、「トーマツ」といいます。）を、それ

ぞれ本株式交換比率算定のための第三者算定機関として選定いたしました。両社は当該第三者算定機関による算定

結果を参考に、それぞれの財務状況、業績動向、株価動向等のその他の要因を総合的に勘案しながら、慎重に協

議・交渉を重ねた結果、本式交換比率はそれぞれの株主にとって妥当であるものと判断いたしました。

 

②　算定の概要

　EYは、日本電産及び日本電産コパル電子について、両社が東京証券取引所等に上場しており、市場株価が存在す

ることから市場株価法を、さらに両社の将来の事業活動の状況を評価に反映するためディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー法（以下、「DCF法」といいます。）を採用して算定を行いました。なお、市場株価法については、

平成26年４月21日を評価基準日とし、一時的な株価変動等の要素をできるだけ排除しつつ可能な限り最新の情報が

反映された株価を採用するために、日本電産の平成26年３月期第３四半期決算短信及び業績修正並びに日本電産コ

パル電子の平成26年３月期第３四半期決算短信の発表を行った平成26年１月22日の翌日から評価基準日までを採用

期間とするとともに、当該採用期間における株価の終値平均から算定レンジを算出しています。また、DCF法につ

いては、EYは、日本電産について、日本電産が作成した平成27年３月期から平成28年３月期の財務予測に基づく

キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を評価しています。割引率は

4.6％～6.2％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永久成長率を国内の新発10年

物国債金利を参考に0.6％として採用しております。なお、算定の前提とした財務予測において、平成28年３月期

には中期戦略目標により、大幅な増収増益を目標としておりますが、これは主に、ビジネスポートフォリオの転換

による成長率の高い製品市場への取り組みが含まれていることによります。他方、日本電産コパル電子について

は、日本電産コパル電子が作成した平成27年３月期から平成29年３月期の財務予測に基づくキャッシュ・フロー

を、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を評価しています。割引率は6.6％～8.3％を採用し

ており、継続価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永久成長率を国内の新発10年物国債金利を参考に

0.6％として採用しております。なお、算定の前提とした財務予測には、大幅な増減益を見込んでいる事業年度は

ございません。また、両社の財務予測は、本株式交換の実施を前提としておりません。

　下記の算定レンジは、日本電産コパル電子の普通株式１株に割当てられる日本電産の普通株式の算定レンジを記

載したものです。
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採用手法 株式交換比率の算定レンジ

市場株価法 0.100～0.155

DCF法 0.102～0.181

 

　EYは、本株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報、マネジメントインタビュー等により入手し

た情報及び公開情報を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報が、全て正確かつ完全なもので

あること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実に対して未開示の事実はないこと等を前提

としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両社とその関係会社の資産又は

負債（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は

査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。両社の財務予測については、両社

の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としております。

 

　一方、トーマツは、日本電産コパル電子及び日本電産について、両社が東京証券取引所等に上場しており、市場

株価が存在することから市場株価法を、さらに両社の将来の事業活動の状況を評価に反映するためDCF法を採用し

て算定を行いました。なお、市場株価法については、平成26年４月21日を算定基準日とし、算定基準日以前の１週

間、１ヶ月、３ヶ月、６ヶ月の各期間の終値（日本電産については東京証券取引所の終値）の単純平均を採用して

おります。また、DCF法においてトーマツは、日本電産について、日本電産が作成した平成27年３月期から平成28

年３月期の財務予測に基づくキャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を

算定しています。割引率は4.7％～6.7％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永

久成長率を-1.0％～1.0％としております。なお、算定の前提とした財務予測において、平成28年３月期には中期

戦略目標により、大幅な増収増益を目標としておりますが、これは主に、ビジネスポートフォリオの転換による成

長率の高い製品市場への取り組みが含まれていることによります。他方、日本電産コパル電子については、日本電

産コパル電子が作成した平成27年３月期から平成29年３月期の財務予測に基づくキャッシュ・フローを、一定の割

引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を算定しています。割引率は7.0％～9.0％を採用しており、継続

価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永久成長率を-0.1％～0.1％としております。なお、算定の前提

とした財務予測には、大幅な増減益を見込んでいる事業年度はございません。また、両社の財務予測は、本株式交

換の実施を前提としておりません。

　下記の算定レンジは、日本電産コパル電子の普通株式１株に割当てられる日本電産の普通株式の算定レンジを記

載したものです。

 

採用手法 株式交換比率の算定レンジ

市場株価法 0.112～0.124

DCF法 0.121～0.170

 

　トーマツは、本株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報、マネジメントインタビュー等により

入手した情報及び公開情報を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報が、全て正確かつ完全な

ものであること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実に対して未開示の事実はないこと等

を前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両社とその関係会社の資

産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑

定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。両社の財務予測について

は、両社の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としておりま

す。

　なお、トーマツは、日本電産コパル電子からの依頼に基づき、上記の前提条件その他一定の前提条件のもとに、

本株式交換比率が、日本電産コパル電子の支配株主等（東京証券取引所有価証券上場規程441条の２及び同施行規

則第436条の３にいう「支配株主その他施行規則で定める者」をいいます。）を除く、日本電産コパル電子の株主

にとって財務的見地から公正である旨の平成26年４月21日付の意見書（フェアネス・オピニオン）を日本電産コパ

ル電子の取締役会に提出しております。

　これらの算定結果を踏まえ、両社で真摯に交渉・協議した結果、最終的に本株式交換比率が妥当であるとの判断

に至り、合意しました。
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②　算定機関との関係

　EY及びトーマツはいずれも、日本電産及び日本電産コパル電子からは独立した算定機関であり、関連当事者には

該当せず、本株式交換において記載すべき重要な利害関係を有しません。

 

(5）本株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の

額、総資産の額及び事業の内容

商号 日本電産株式会社

本店の所在地 京都市南区久世殿城町338番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　永守　重信

資本金の額 66,551百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額（連結） 現時点では確定しておりません。

純資産の額（単体） 現時点では確定しておりません。

総資産の額（連結） 現時点では確定しておりません。

総資産の額（単体） 現時点では確定しておりません。

事業の内容
精密小型モータ、車載及び家電・商業・産業用製品、機器装

置、電子・光学部品、その他の開発・製造・販売

 

以　上
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